
参加意思確認公募手続に係る参加意思確認申請書の提出を求める公示

次のとおり、参加意思確認申請書の提出を招請します。

招請の趣旨

日本万国博覧会記念公園（以下「公園」という。）は、1970年に開催された日本万国博覧会の成功を記念し、その基本理念である「人類の進歩と調和」の意義を後世に継承し、破壊された自然生態を人間の知恵と技術によって復活させるために「緑に包まれた文化公園」として整備されたものであり、園内には今なお「太陽の塔」などの万博レガシーが残っている。
なお、公園の管理運営については、独立行政法人日本万国博覧会記念機構の廃止に伴い、平成26年度から大阪府が公園を承継し現在管理運営を行っている。
万博レガシーの一つである「太陽の塔」については、平成27年1月に日本万国博覧会記念公園運営審議会から出された「日本万国博覧会記念公園の活性化に向けた将来ビジョン」（将来ビジョン）の答申を踏まえて、府が平成27年11月に策定した大阪府版将来ビジョンにおいて、『未来にわたり地域の財産として継承されていくよう、まずは登録有形文化財としての登録を目指し、将来的には世界遺産登録も目指していく』としていたが、令和２年８月17日付けで登録有形文化財としての登録が完了したところである。
今回の業務は、太陽の塔についての最終目標である「世界遺産への登録」に向けた第２ステップとなる「重要文化財」の指定を目指して、令和３、４年度に実施した調査結果に基づき、学識経験者等へのヒアリング及び文化庁との協議・調整（現地視察含む）を実施し、重要文化財としての価値が内在することを明らかにし、調査報告書を刊行のうえ文化庁へ提出するものである。業務の実施にあたっては、「太陽の塔」の世界遺産登録をめざすという方針を見据えながら、建築物として重要文化財に値する文化財的価値があることを明らかにする専門的で高い能力（建築的及び文化財的両面において）が求められることから、建築に関する技術・能力を有したうえでこれまでに重要文化財に関する修理・保存活用計画の策定等文化財に関する豊富な実務経験を有し、かつ世界遺産への登録に関する実務経験も必要となってくる。
株式会社文化財保存計画協会（以下「特定者」という。）は、昭和45年に破風造形研究室として設立（昭和54年文化財保存計画協会に改組）以来、数多くの重要文化財に関する修理・保存・活用等に関する実績を有しているうえ、世界遺産である「百舌鳥・古市古墳群」「富岡製糸場と絹産業遺産群」が世界遺産として登録されるまでの過程において各種業務を履行した実績を有しており、本業務を実施しうる唯一の者と考えます。
　以上のことから、特定者を契約の相手方とする契約手続きを行う予定にしていますが、特定者以外の者で下記の応募要件を満たし、本業務の実施を希望する者の有無を確認する目的で、参加意思確認申請書の提出を招請する公募を実施するものです。
　公募の結果、下記３の応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては、特定者との随意契約手続きに移行します。

　なお、下記３の応募要件を満たすと認められる者がいる場合にあっては、特定者と当該応募者による競争手続きを行います。
令和５年３月１０日　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　大阪府日本万国博覧会記念公園事務所長　野添 淳一
記

１　発注予定業務の内容

	実施年度
	令和５年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	業務名
	日本万国博覧会記念公園　登録有形文化財「太陽の塔」に関する文化財的側面からの調査取りまとめ業務

	業務概要
	・「太陽の塔」について、重要文化財としての価値を有していることを明確にするため、必要な調査及び関係機関等との協議、調整を実施するとともに、有識者等へのヒアリングにより文化財としての価値評価の明確化を図り、調査報告書の取りまとめを行うもの。

	履行場所
	吹田市千里万博公園地内

	履行期間
	契約日から令和５年11月30日まで

	契約不適合責任期間
	１年

	特定者の商号又は
名称、所在地
	名称（商号）　株式会社　文化財保存計画協会
所在地　　東京都千代田区一ツ橋2-5-5 岩波書店一ツ橋ビル13階

	特定者との委託
上限額
	金３，４９８，０００円（消費税及び地方消費税を含む）


２　手続のスケジュール

	説明書等の交付
	交付期間
	令和５年３月１３日（月）午前１０時　から　

令和５年３月２２日（水）午後　４時　まで

	
	交付場所
	大阪府日本万国博覧会記念公園事務所

	
	交付方法
	上記の交付場所で交付します。なお、郵送による交付は行いません。

	説明書等に対する

質問及び回答
	質問受付　期間
	令和５年３月１３日（月）午前１０時　から　

令和５年３月２２日（水）午後　４時　まで

	
	質問方法
	所定の質問書様式により、電子メールにより受け付けます。
メールアドレス：

bampakukoen@sbox.pref.osaka.lg.jp

	
	最終回答日
	令和５年３月２４日（金）

	
	回答方法
	大阪府日本万国博覧会記念公園事務所事業一覧ホームページ
https://www.pref.osaka.lg.jp/bampaku/shokai.htmlに掲載します。

	参加意思確認申請書の提出
	提出期間
	令和５年３月１３日（月）午前１０時　から　

令和５年３月２７日（月）午後　４時　まで

	
	提出場所
	「４．発注機関」に記載する事務所

	
	提出方法
	持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残る方法で、提出期間内に必着のこと）

	審査結果の通知
	最終通知日
	令和５年４月４日（火）

	
	通知方法
	郵送及び電話

	応募要件を満たさないと記載された審査結果の通知に対する理由請求
	請求期間
	応募要件を満たさないと通知を受けた日の翌日から
令和５年４月１３日（木）午後４時まで

	
	請求場所
	「４．発注機関」に記載する事務所

	
	請求方法
	持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残る方法で、請求期間内に必着のこと）

	
	最終回答日
	令和５年４月２４日（月）

	
	回答方法
	郵送

	応募要件を満たすと記載された審査結果の通知を受けた者及び特定者による競争手続
	日時・場所・その他詳細は、審査結果の通知書に記載するものとする。


申請、請求、交付、質問の期間中の受付は、午前１０時から午後０時１５分及び午後１時から午後４時までとする。

※「休日」とは、大阪府の休日に関する条例（平成元年大阪府条例第２号）第２条第１項に規定する府の休日をいう。
３　応募要件

	基

本的要件
	（１）大阪府物品・委託役務関係競争入札参加資格者名簿に登録されていること又は登録される見込みであること。
（２）次のアからクまでのいずれにも該当しない者であること。 

ア　成年被後見人 

イ　民法の一部を改正する法律（平成１１年法律第１４９号）附則第３条第３項の規定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前の民法（明治２９年法律第８９号）第１１条に規定する準禁治産者   

ウ 被保佐人であって契約締結のために必要な同意を得ていないもの 

エ 民法第１７条第１項の規定による契約締結に関する同意権付与の審判を受けた被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ていないもの   

オ 営業の許可を受けていない未成年者であって、契約締結のために必要な同意を得ていないもの   

カ 破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者 

キ　暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

ク　地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者（同項各号のいずれかに該当すると認められることにより、大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受け、その措置期間を経過した者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者 

（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第３３条第１項の再生手続開始の決定を受けた者を除く。）、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第４１条第１項の更生手続開始の決定を受けた者を除く。）、金融機関から取引の停止を受けている者その他の経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

（４）府の区域内に事業所を有する者にあっては、府税に係る徴収金を完納していること。
（５）府の区域内に事業所を有しない者にあっては、主たる事務所の所在地の都道府県における最近１事業年度の都道府県税に係る徴収金を完納していること。 

（６）消費税及び地方消費税を完納していること。 

（７）大阪府物品・委託役務業務競争入札参加資格審査申請書（添付書類等を含む。）又は資格審査申請用データ中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事項について記載をしなかった者でないこと。 

（８）法人にあっては、参加を希望する契約種目を法人の目的としていることを、登記事項証明書（登記簿謄本）により確認することができること。

（９）営業を行うにつき、法令等の規定により官公署の免許、許可又は認可を受けている者であること。

（10）大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則（令和２年大阪府規則第61号）第３条第１項に規定する入札参加除外者（(1)キに掲げる者を除く。）、同規則第９条第１項に規定する誓約書違反者（(1)キに掲げる者を除く。）又は同規則第３条第１項各号のいずれかに該当すると認められる者（(1)キに掲げる者を除く。）でないこと。
（11）令和４年度～６年度における大阪府物品・委託役務関係競争入札参加資格の認定後に当該資格の認定を辞退したことがある者でないこと。 

また、業務種別を追加するため当該資格の審査の申請をする者にあっては、申請する年度において当該業務種別の資格の認定を辞退したことがある者でないこと。

	技術力に関する要件等
	登録業務
	大阪府委託役務関係競争入札参加資格において、「建物・構造物各種調査（種目コード187）」の認定を受けていること又は、「その他（種目コード200）」の認定者で文化財（建築物）に関する業務を行っていること。

	
	配置技術者
	１．資格

以下の資格を有する者を少なくとも１名以上技術者として配置すること。（必ずしも同一人が両方の資格を有している必要はなく、配置技術者全体の中で満たせば良い）
また、配置された上記有資格技術者のうち１名を管理技術者とするこ
と。
（１）一級建築士
（２）文化財建造物修理主任技術者
２．雇用形態

　配置する一級建築士及び文化財建造物修理主任技術者について、それぞれ少なくとも１名については、参加意思確認申請時において直接的な雇用関係を有すること（※）。
（※）直接的な雇用関係とは、管理技術者等とその所属する企業との間に第三者の介在する余地のない雇用に関する一定の権利義務関係（賃金、労働時間、雇用、権利構成）が存在することをいう

	
	業務実績等
	以下の要件を全て満たしている者であること。
・概ね１０年以内に重要文化財（建造物）に関する修理（実施設計、工
事監理など）、耐震診断に関する業務を履行した実績を有すること
・概ね１０年以内に重要文化財（建造物）に関する保存活用計画を作成した実績を有すること。
・概ね１０年以内に、わが国における世界遺産の登録に関する業務を履行した実績を有すること。


４　発注機関

	
	局(課)名等

	４　発注機関
	大阪府日本万国博覧会記念公園事務所

所 在 地：吹田市千里万博公園１番１号（万博記念ビル４階）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・契約に関する問い合わせ：総務・管理課

電話番号：06-6877－3337
・業務に関する問い合わせ：企画課

電話番号：06-6877－3497


【　交付書類一覧表　】

	
	書類名称

	説明書・仕様書等の交付
	○参加意思確認公募手続に係る説明書

・参加意思確認公募手続に関する説明書
・参加意思確認申請書(様式１)

・応募要件確認資料(様式２)

・団体概要調書(様式３)
・配置予定技術者調書（様式４）
・履行実績一覧(様式５)・・・要件を満たす業務の履行実績一覧（契約書写し添付）
・質問書(様式６)

○契約関係書類

・契約書（案）

・業務委託仕様書
【登録有形文化財「太陽の塔」に関する文化財的側面からの調査取りまとめ業務】
・大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則の施行に伴う事業者からの「誓約書」の提出について




【　提出書類一覧表　】

	
	書類名称

	
	　参加意思確認申請書に記載のとおり
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